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研究成果の概要（和文）：　圃場整備事業が集落内の農業用水路等の農村共有資源の管理形態や寄合開催に与える影響
と集落内のソーシャルキャピタル（以下、SC）に与える影響を明らかにした。分析の結果、集落内の圃場整備率と農業
用排水路の管理形態の選択確率はU字型の関係にあることがわかった。また、圃場整備事業は内部結束型SCを高める効
果や寄合開催回数を増やす効果を確認できたが、橋渡し型SCに対しては負の効果を持つことが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This study examines the impact of farmland consolidation projects (FCPs), which 
are participatory public projects that physically merge several small plots and reshape them into one 
large plot, on community-level social capital and the management method of common-pool resources such as 
irrigation facilities and farm roads.The results indicate that the FCP implementation rate and the 
probability of selecting a particular method of irrigation management have an inverted U-shaped 
relationship. It is also likely that FCPs have a positive impact on agriculture-related bonding social 
capital and a negative impact on non-agriculture-related bridging social capital.

研究分野： 農業経済学
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１．研究開始当初の背景 
日本農業の低生産性の原因として、農地の

零細性と分散性があげられる。農地の零細性
と分散性を解消するため、「地域の中心とな
る経営体への農地集積を加速化する整備に
重点化した大区画化・汎用化」が推進されて
いる。そのために、土地改良事業の一つとし
て圃場整備事業が実施されている。圃場整備
事業は「小さな面積で分散した不整形な農地
を集め、形を整え、あわせて用水路や排水路、
農道などを総合的に整備することにより、大
型機械の導入を可能にし、農業の生産性を向
上させるもの」である。 
圃場整備事業の効果として、生産コストの

低減と労働時間の短縮と共に、農地流動化や
担い手への農地の面的集積による農地利用
の活性化も重要視されており、その効果が計
量分析により確認されている。また、圃場整
備事業の付随的な効果として、事業実施地域
の農地利用に対する知恵を出し合う「場」が
半ば強制的に創り出され、農地利用の方向づ
けをさせるという機能を持つことも指摘さ
れている。圃場整備事業の実施による「場」
の創出と圃場整備事業を実施する際に必要
となる実施地域内での合意形成に至るプロ
セスにより、農村の社会的特徴である農業生
産における相互補完機能や相互扶助といっ
たソーシャルキャピタル（以下、SC）が蓄積
され、農業生産面だけでなく生活面において
も農村地域の活性化につながることが期待
されている。すなわち土地改良事業は農業生
産性の改善だけでなく地域活性化の役割も
期待されており、その効果及び有効性を定量
的に検証する必要がある。 
そのためには、圃場整備事業が集落内の

SC に与える影響を明らかにするだけでなく、
SC の蓄積度合いを表す農業用水路や農道等
の農村共有資源の管理形態や集落による寄
合開催等に与える影響を明らかにする必要
がある。さらに、どのような要因が圃場整備
事業を通じて集落内の SC に影響を与えてい
るのかを明らかにする必要がある。この評価
を厳密に行うためには、事業実施集落と非実
施集落から収集されたデータにもとづいた
定量的な評価を行う必要がある。 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は、土地改良事業の一部であ

る圃場整備事業が、地域活性化に不可欠な
SC に与える影響を計量経済学的手法により
明らかにすることである。これらを通じて、
農村地域活性化のための土地改良事業の有
用性を検証する。 
具体的には、①二期間のパネルデータを用

いて農村共有資源の管理形態や寄合開催と
集落内の SC の変化を明らかにする。①での
結果を前提として、②土地改良事業の一部で
ある圃場整備事業が、SC の蓄積度合いを表
す農業用水路や農道等の農村共有資源の管
理形態や寄合開催に与える影響と③農村内

の SC に与える影響を明らかにする。以上の
分析より、④土地改良事業による地域活性化
政策の有用性の検証を行う。なお、分析対象
は、日本の全農業集落とする。 
 
３．研究の方法 
平成26年度は、圃場整備事業の政策意図、

手法、効果・範囲の把握とデータセットの構
築及び、分析対象期間における農村共有資源
の管理形態や集落内の SC の変容の実態を明
らかにし、圃場整備事業による「農村共有資
源の管理形態」や「寄合開催」へのインパク
トを評価した。 
 

① 政策意図・政策経緯・手法、政策効果・
範囲を把握するために、インタビュー調査を
実施した。インタビュー調査では、分析機関
において代表的な農村共有資源である農業
用水路・農道・生活関連施設の管理形態や寄
合がどのように変化し、農業生産における相
互補完機能や相互扶助といった農村の社会
的特徴がどのように変化したのかを把握し
た。 
 
② 圃場整備事業の評価を行うためのデー
タセットの構築を行った。圃場整備事業が農
村共有資源管理や集落内の SC に与えた効果
を数量的に評価するために、地域農業の現状
を詳細に記録した情報である農林業センサ
スを利用した。分析に用いるデータは、圃場
整備に関するデータが得られる 1990 年と
2000 年とする。2000 年の農業集落カードに
は、1990 年時点の圃場整備に関するデータが
記載されていないため、農業集落コードをも
とに集落レベルのパネルデータを作成した。
さらに、SC の指標は、農村共有資源の管理形
態から把握可能な集落内の結束の程度と寄
合開催回数から主成分分析を行うことによ
り SC の代理変数を作成した。 
 
③ 作成されたデータセットをもとに、単純
集計及びクロス集計を行い、特定の地域や農
業地域類型ごとに農村共有資源の管理形態
や集落内のSCの変容の実態を明らかにした。 
 
④ ②で作成されたデータセットをもとに
分析を行う。具体的には、圃場整備事業によ
る「農村共有資源の管理形態」や「寄合開催」
への効果を推定した。 
 
平成 27 年度は、圃場整備事業による「集

落内の SC」への影響を評価し、前年度の、圃
場整備事業による「農村共有資源の管理形
態」や「寄合開催」への影響をもとに、農村
地域活性化のための土地改良事業の有用性
を検証した。 
 
⑤ ②で作成されたデータセットをもとに、
土地改良事業による「集落内の SC」へのイン
パクトを推定した。その際、圃場整備事業の



実施は、農業集落の判断に委ねられているた
め、セレクションバイアスに留意する必要が
ある。計測の際、偏りなくプログラムの効果
を推定する方法として提唱され、近年頻繁に
利用されている傾向スコアマッチング法を
用いた。 
 
⑥ ①～⑤より、圃場整備事業による「農村
共有資源の管理形態」、「寄合開催」への影響、
そして、「集落内の SC」への影響を明らかに
し、農村地域活性化のための圃場整備事業の
有用性の検証を行った。 
 
４．研究成果 
（１）圃場整備事業が農村共有資源管理に与
える影響 
 
 1990 年と 2000 年の『世界農林業センサス』
農業集落カードから農業集落レベルのパネ
ルデータを作成し、集落の異質性及び農村共
有資源の管理形態を考慮したランダム効果
順序プロビットモデルを用いて、代表的な農
村共有資源である農業用排水路の管理形態
（「全戸出役」、「農家のみ出役」、「雇用」、「集
落として非管理」）を規定する要因を明らか
にした。分析では、特に圃場整備事業と農業
用排水路の管理形態の関係に着目した。圃場
整備事業が進むことにより農業用排水路の
維持管理や水配分の実施が容易になり、農業
集落が協力水準の低い管理形態を選択する
ようになるのか、圃場整備事業の実施により
集落内の SC が高まり、協力水準の高い管理
形態が選択されるようになるのかを明らか
にする必要がある。前者の場合、圃場整備事
業により農業生産の効率性は改善されるが、
非農家を含めた農業集落の活性化にはつな
がらない。 
 分析の結果、集落内の圃場整備率と管理形
態の選択確率はU字型の関係にあることがわ
かった。集落内の圃場整備率が 30%までは、
圃場整備率の増加とともに協力水準の低い
管理形態が選択される確率が高まるが、圃場
整備率が 30%を超えると協力水準の高い管理
形態が選択される確率が高まることがわか
った。田の平均水田整備率は 60%を超えてお
り、今後、圃場整備が進むと集落内の農地利
用等が改善されるだけではなく、協力水準の
高い管理形態が選択されていくことにより、
非農家を含めた農村共有資源の管理が農業
集落の活性化につながる可能性が示唆され
る。 
 
（２）圃場整備事業が集落内のソーシャルキ
ャピタルに与える影響 
  
 インパクト評価の手法を利用して、圃場整
備事業が SC に対して持ちうる効果を明らか
にした。具体的には、1990 年と 2000 年の『世
界農林業センサス』農業集落カードから農業
集落レベルのパネルデータを作成し、傾向ス

コアマッチングを用いて処置群における平
均処置効果を求めることにより、圃場整備事
業による集落内の SC へのインパクトを推定
した。 
 分析の結果、圃場整備事業は内部結束型 SC
を高める効果を確認できたが、橋渡し型 SC
に対しては負の効果を持つことが明らかに
なった。さらに、内部結束型 SC を構成する
要素に着目すると圃場整備事業は集落内の
組織数や寄合の実施の有無に正の影響を与
えていることも明らかになった。 
以上より、圃場整備事業は、これまでの既

存研究において指摘されている農業生産性
の改善や農地の流動化を促すだけでなく、内
部結束型 SC の蓄積を促している。しかし、
集落の発展のためには、内部結束型 SC と橋
渡し型 SC の蓄積が必要である。そのため、
圃場整備事業実施時には橋渡し型 SC の低減
を補う政策が必要である。 
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